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　1994 年に GATS（GATS 1994）が教育をサービス業として位置付け，国境を越えた教育の提
供をサービス貿易であると定義して以来，教育のグローバル化，特に高等教育のグローバル化は
著しく進展している．OECD （2002）によると，1990 年から 1999 年までの間に，高等教育への










































































Germenten（1998）が 1994 年の高等教育改革について論じており，Eurydice（2019）が 2002













に基づく平等主義的な改革，各都市に大学を新設したり，入学者の一定割合を 25 歳以上で 4 年
以上の就労経験のある者に割り当てる「25：4 ルール」の確立，職業に従事しながら学習に参加




た（伊藤 1995, 滝 1998, 武 2016）．2007 年に，質保証制度の導入とボローニャ・プロセスによる
3 サイクル制，ECTS による単位制が導入されている（伊藤 2014, 武 2011, 2016）．2009 年に第
一次質保証制度，2011 年に第二次質保証制度が施行されている．2013 年には組織再編が行われ，
大学の質の評価と監査を行う高等教育機構と，高等教育審議会が設立された．2017 年には，ヨー
ロッパ基準に適合した第三次質保証制度が施行されている（武 2016）．また 2011 年には EU の
提案を受けて EQF の検討が始まり，2017 年に EQF のスウェーデン版である SeQF（Swedish 




ために，1994 年に 3 サイクル制と，教育省と高等教育機関とが 3 年間のパフォーマンス協定を
結び，設定された目標とその結果によって大学予算が決められる「業績による運営」原則が導入
され，1996 年には質評価制度として FINHEEC の設立と，高等教育の 2 元化が行われている
（渡邊 2002）．1998 年には大学法が改正され，大学の意志決定構造が変更され，各大学に評議会
と学長が設置された．EQF に準拠した資格枠組みの導入は 2017 年である（CEDEFOP 2019）．
　デンマークの高等教育改革の動向は不明であるが，EQF に準拠した資格枠組みの導入は 2011
年である（CEDEFOP 2019）．ノルウェーでは，1994 年の改革で大学が 4 つ，単科大学が 100 以




され，単位認定と評価のための独立機関 NOKUT が設立された（Eurydice 2019）．EQF に準拠





EQF に準拠した資格枠組みの導入は 2013 年である（CEDEFOP 2019）．
　いささか断片的ではあったが以上の先行研究から，北欧諸国の高等教育改革について，その概
観を描くことができる．1960 年代から 70 年代に高等教育の量的拡大が行われ，平等主義的な福


















け，OECD や UNESCO とともに教育というものを，商品それ自体というよりも，商品を生み
出すための前提条件，商品を生みだす能力であるとみなしている（福田 2017）．EU は 1993 年
にマーストリヒト条約の発効によって成立したが，北欧諸国では EU に対する対応が一様ではな
く，設立当初から加盟していたデンマーク，設立 2 年後に加盟したスウェーデン，フィンラン







ねる形で北欧協力が位置付けられ，1953 年に北欧諸国と 3 自治領における国会議員の協議機関
である北欧理事会（Nordic Coucil）が設立された．また 1971 年には，手続きの簡略化を目的と
して北欧閣僚理事会（Nordic Coucil of Ministers）が設立された（五月女 2004）．北欧理事会
も北欧閣僚理事会も加盟国に対して拘束力がなく，超国家的な意思決定機関ではないが，国会議
員や閣僚が協議をすることを主な役割とし，共同の声明を発表したり，政策研究レポートを発行
することを通じて，加盟 5 カ国と 3 自治領の政策を方向づけている．
　このように北欧諸国は，世界中を覆う WTO を中心とする市場原理主義的なグローバル化，そ
の中においてヨーロッパ地域に限定して市場を制度的にコントロールし，社会統合・社会福祉と




















Interreg プログラムの枠組みで協力が推進された．2008 年にはオーレスンド科学地域（Øresund 
59
北欧協力の高等教育政策
Science Region） が，EU の リ ー ジ ョ ス タ ー 賞（RegioStars Awards） を 受 賞 し て い る
（European Commition 2008）．
　Interreg は 1989 年から 2006 年まで，3 回にわたって実施されており，Interreg A が国境地
域 間 協 力（Cross-Border Cooperation），Interreg B が 域 内 多 国 間 協 力（Transnational 
Cooperation），Interreg C が域内地域間協力（Interreagional Cooperation）を対象としてい
る．Interreg は ETC（Europian Territorial Cooperation：欧州地域協力）に代わったが，地
域間協力プログラムとしては，Interreg の名称を使っている2．ETC の対象は起業育成，雇用条
件の改善，インフラ・輸送・通信の向上，都市と農村の連携である．




自治体が結集する統治機関でもあり，EU 補助金の窓口として，Interreg Ⅱ A と Interreg Ⅲ A
の補助を受けている．多くのプロジェクトが 100 万 Skr 以下の少額の補助金であったが，オー
レスンド大学は初年に 1800 万 Skr の提供を受けている．オーレスンド大学とは別に，独立した
知的開発の機関として，国境地域間協力や統合の知識を普及させる独立シンクタンクのオーレス










・ 王 立 建 築 フ ァ イ ン ア ー ト ア カ デ ミ ー（The Royal Academy of Fine Arts School of 
Architecture）
・コペンハーゲン IT 大学（IT University of Copenhagen）
・デンマーク工科大学（Technical University of Denmark）
・デンマーク薬科大学（The Danish University of Pharmaceutical Sciences）
・王立図書館情報学大学（The Royal School of Library and Information Science）







・王立農学獣医科学大学（The Royal Veterinary and Agricultural University）






生数 16 万 5 千人，博士課程の大学院生 6 千人，研究者 1 万人を擁していた．参加大学が合同で

































































　各加盟国の教育政策については，1999 年のボローニャ宣言（The Bologna Declaration: 
European Ministers of Education 1999），2000 年 の リ ス ボ ン 宣 言（The Lisbon Strategy 



























る．続く 2003 年のベルリン・コミュニケ（Berlin Communiqué）では，各機関，国，ヨーロッ
パレベルでの質保証の開発，2 サイクル・システムの実装の開始，学位と学習期間の認証，
EHEA 全般の資格枠組みの作成，第 3 サイクルとしての博士レベルの導入，EHEA と欧州研究
圏（ERA）との緊密な連携の促進が謳われている．2005 年のベルゲン・コミュニケ（Bergen 
Communiqué） で は， 社 会 的 次 元 の 強 化 と 移 動 性 の 障 害 の 除 去，ENQA（European 
Association for Quality Assurance in Higher Education: ヨーロッパ高等教育質保証連合）に













2010 年には，ボローニャ・プロセスの上位計画であるリスボン戦略が，ヨーロッパ 2020 戦略
















　以上のように 1999 年に開始されたボローニャ・プロセスは，当初掲げられた 6 つの課題の実





























　2012 年のブカレスト・コミュニケでは，質保証の項目において EQAR（European Quality 




















は，修士課程のジョイント・ディグリー・プログラムで，第一期が 2004 年から 2008 年，第二期

































ザルを呼びかけている．2019 年には，第 1 期の呼びかけの結果，ヨーロッパ大学の協力がスター
トし，同時に第 2 期の呼びかけが行われている．そして 2021 年には，将来のエラスムス・プロ
グラムの元での完全な展開を予定している．
　国境を越えた高等教育機関の連携であるヨーロッパ大学構想は，北欧におけるオーレスンド大
学と類似した政策であるが，相違点もある．第 1 にオーレスンド大学は 2 国間の取り組みであっ
たが，ヨーロッパ大学は多国間での枠組みである．第 2 にオーレスンド大学は地方自治体が主体
であったが，ヨーロッパ大学は EU が主体であり，責任主体と費用負担が明確である．第 3 に






　北欧協力による高等教育政策について，北欧協力が発行している 4 つのレポート，Maassen 
and Uppstrom（2005），Elken and others（2015）， 北 欧 閣 僚 理 事 会（Nordic Council of 
Ministers 2015），北欧閣僚理事会（Nordic Coucil of Ministers 2017）から，年代順に政策の変
遷を論じ，EU と北欧協力の高等教育政策の複層化と，北欧協力の独自性を考察する．
　4－ 1　ノルドプラスによる移動支援　－ボローニャ・プロセス以前－















北欧 5 カ国に加えて 3 自治領と，2008 年以降はバルト三国も加わっている．EU によるエラスム
ス・プロジェクトと類似の教育政策であるが，当時の EC におけるエラスムス計画とノルドプラ
スは同年に始動している．その後，デンマーク，スウェーデン，フィンランドは EU に加盟し，















野に入れていなかった．それに対して 1999 年以降のボローニャ・プロセスによって，3 サイク
ルの導入とトランスペアレンシーの確保によって，長期の学修と学位の取得が可能になってい













　またもともと北欧諸国間には， 1975 年から続くシグツナ合意（Sigtuna Agreement）7 があっ
た．これは北欧地域内での学生の移動を促進するために，他の北欧諸国の高等教育機関で学習し
たコースや期間は，母国での学習と同様に認証されるというものである（Nordic Council of 
Ministers 1998）．このシグツナ合意を置き換える形で，2004 年に資格の相互認証に関するレイ






あったのと類似して，高等教育に入学資格の共通化が 1996 年，資格の相互認証制度が 1975 年









































　この取り組みはノルウェーが議長を務めた 2002 年に，協力，専門化，集約の 3 領域における
北欧協力の可能性を，具体化する会合を開いたことに始まり，2012 年に教育研究における北欧







































　第 1 に，先行研究より北欧の高等教育における教育改革の動向を描き出し，1990 年代から




　第 2 に，1990 年代後半からはじまる初期の国境を越えた高等教育政策である，オーレスンド
大学の事例を検討した．デンマーク・スウェーデンの 2 カ国間で形成されたオーレスンド大学
は，2012 年にプロジェクトを終了させており，その原因は 2 国間での授業料の調整が不調だっ
たことであり，福祉国家のグローバル化が不充分だったためである．

































１：オーレスンド大学は 2012 年に閉鎖されており，本論執筆時点（2020 年）において事務局が存在せず，
ウェブサイトも閉鎖されていることから，1 次資料を入手することができなかった．2 次資料も極め
て限られており，正確性に関しては不十分な部分を残している可能性がある．
２：第 1 期（Interreg I）が 1990 年から 1993 年，第 2 期（Interreg II）が 1994 年から 1999 年，第 3 期
（Interreg III）が 2000 から 2006 年，第 4 期（Interreg IV）が 2007 年から 2013 年，第 5 期（Interreg 
V）が 2014 年から 2020 年である．
３：Streijffert,Bengt "University Crossborder Collaboration - a Case Study from Øresund" （http://
www.oecd.org/education/imhe/37544309.pdf  accessed 05242020）
４：ORESUNDSINSTITUTTET "SAMARBETET OVER ORESUND 2018 Strukturforandring, nya 
personer och aktuella projekt" （https://www.oresundsinstituttet.org/wp-content/
uploads/2018/10/Samarbetet_over_Oresund_2018.pdf accessed 24052020）
５：Streijffert,Bengt "University Crossborder Collaboration - a Case Study from Øresund" （http://
www.oecd.org/education/imhe/37544309.pdf  accessed 24052020）
６：同上
７：Decision of the Nordic Council of Ministers dated 12 June 1975 on Nordic on the validity of 
examinations
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